
証券コード：1959

2020年 3月期（第3四半期末）



（百万円、下段は構成比）

貸借対照表の概要
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2018年3月末 2019年3月末 2019年12月末
増減

（9ヶ月間）
主な増減要因

流動資産
178,884

(55.1%)

206,268
(57.7%)

183,727
(54.7%)

▲22,541
受取手形・未収入金等 ▲48,244
未成工事支出金 ＋11,653

固定資産
146,034
(44.9%)

151,002
(42.3%)

152,459
(45.3%)

＋1,457

資産合計
324,919
(100.0%)

357,271
(100.0%)

336,187
(100.0%)

▲21,084

流動負債
130,222

(40.1%)

142,144
(39.8%)

119,796
(35.6%)

▲22,348
支払手形・工事未払金等 ▲38,683
未成工事受入金 ＋14,721

固定負債
30,557
(9.4%)

32,949
(9.2%)

28,139
(8.4%)

▲4,810 退職給付に係る負債 ▲3,498

負債合計
160,780
(49.5%)

175,094
(49.0%)

147,936
(44.0%)

▲27,158

純資産合計
164,139
(50.5%)

182,176
(51.0%)

188,251
(56.0%)

＋6,074 利益剰余金 ＋6,315

負債純資産合計
324,919
(100.0%)

357,271
(100.0%)

336,187
(100.0%)

▲21,084



2018年3月期
2019年3月期

実 績 前年比 計 画 (2018.4.27) 計画比

売上高 360,872
(100.0%)

408,143
(100.0%)

113.1% 385,000
(100.0%)

106.0%

売上総利益 56,659
(15.7%)

60,561
(14.8%)

106.9% 63,000
(16.4%)

96.1%

営業利益 34,726
(9.6%)

36,747
(9.0%)

105.8% 38,000
(9.9%)

96.7%

経常利益 37,342
(10.3%)

39,924
(9.8%)

106.9% 41,000
(10.6%)

97.4%

親会社株主に帰属する
当期純利益

25,296
(7.0%)

26,691
(6.5%)

105.5% 28,000
(7.3%)

95.3%

一株当たり

当期純利益
356.89円 375.17円 393.57円

(百万円、下段は構成比)

2019年３月期 損益計算書の概要
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配電線工事の
利益増加

発電事業

2019.3月期

営業利益

2018.3月期

営業利益

（億円）

赤：増加

青：減少

公表値に対して

未達となった

主な要因

A

B
C

D

E

F

G

347

367

H

賞与の増額 その他
販売管理費等

固定費（間接費）
増加

新規連結
子会社の

影響

電気・空調
衛生・太陽光

工事の
工事売上高

の増加

電気・空調
衛生・太陽光

工事の

利益率の低下 その他事業

営業利益増減要因 2019年３月期 通期
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2019年3月期

第3四半期末

2020年3月期

第3四半期末

対前年同期増減

増 減 前年比

売上高 252,083
(100.0%)

279,872
(100.0%)

+27,788 111.0％

売上総利益 34,879
(13.8%)

36,816
(13.2%)

+1,936 105.6％

営業利益 16,947
(6.7%)

18,761
(6.7%)

+1,813 110.7％

経常利益 19,282
(7.6%)

21,057
(7.5%)

+1,774 109.2％

親会社株主に帰属する
四半期純利益

12,501
(5.0%)

14,319
(5.1%)

+1,817 114.5％

一株当たり

四半期純利益
175.73円 201.80円 -

(百万円、下段は構成比)

2020年３月期 第3四半期末 損益計算書の概要
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配電線工事の
利益増加

2019.12月期

営業利益

2018.12月期

営業利益

（億円）
赤：増加

青：減少

A
B C

D E

169

賞与の増額 その他
販売管理費等

固定費（間接費）
減少

電気・空調
衛生・太陽光

工事の
工事売上高

の増加

電気・空調
衛生・太陽光

工事の
利益率の低下

その他事業

+9

178

配電線工事

遡求額※

2018.12月期

営業利益（修正後）

※2018年度の配電工事委託単価が2019年1月に改定された。

そのため、遡求して2018年4月から精算された。

4～12月の遡求額は約9億円であった。

F

187

（ 対前年同期 +9 ）

営業利益増減要因 2020年３月期 第3四半期末
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60,969 
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32,944 36,992 50,491 

82,012 
89,913 

97,124 

24.9 

22.1 
20.1 

16.9 

18.4 

17.1 

0

50,000

100,000
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2017’12 2018’12 2019’12

工事完成基準

工事進行基準

工事進行基準

引渡し済案件の平均利益率

未引渡し案件の平均利益率

売
上
高

未
引
渡
し

売
上
高

引
渡
済
み

工事売上高

（百万円）

約3％

計 202,061
計 184,114計 175,925

工事売上高全体は179億円増加。
引渡済み案件の工事売上高が107億円増加。未引渡し案件の工事売上高が72億円増加。
引渡済み案件と未引渡し案件の案件利益率の差は約3%

47%
49% 48%

53% 51% 52%
工事売上高

の構成比率

利益率低下の要因 工事売上高の内訳(1)
（九電工単体：配電線除く）
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2018’12

売 上 高 利 益 利 益 率
売上高

構成比率

進行
基準

未引渡 89,913 16,572 18.4% 48.8%

引渡済 36,992 6,644 18.0% 20.1%

進行基準 計 126,905 23,216 18.3% 68.9%

完成基準 計 57,209 14,159 24.8% 31.1%

合 計 184,114 37,375 20.3% 100.0%

（単位：百万円）

2017’12

売 上 高 利 益 利 益 率
売上高

構成比率

進行
基準

未引渡 82,012 13,882 16.9% 46.6%

引渡済 32,944 8,666 26.3% 18.7%

進行基準 計 114,956 22,549 19.6% 65.3%

完成基準 計 60,969 14,729 24.1% 34.7%

合 計 175,925 37,278 21.2% 100.0%

2019’12 －2018’12

売 上 高 利 益 利 益 率
売上高

構成比率

進行
基準

未引渡 ＋7,211 ＋14 ▲1.4% ▲0.8%

引渡済 ＋13,498 ＋554 ▲3.7% ＋4.9%

進行基準 計 ＋20,709 ＋569 ▲2.2% ＋4.1%

完成基準 計 ▲2,762 ▲254 ＋0.8% ▲4.1%

合 計 ＋17,947 ＋314 ▲1.7% -

2019’12

売 上 高 利 益 利 益 率
売上高

構成比率

進行
基準

未引渡 97,124 16,586 17.1% 48.0%

引渡済 50,491 7,199 14.3% 25.0%

進行基準 計 147,615 23,785 16.1% 73.0%

完成基準 計 54,446 13,904 25.5% 27.0%

合 計 202,061 37,690 18.7% 100.0%

利益率低下の要因 工事売上高の内訳(2)
（九電工単体：配電線除く）
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案件毎の利益率の低下要因と対策（抜粋）

低 下 要 因 具 体 的 対 策

１．受注後に生じた
労務費・資材費の
計画以上の増加

Ａ.工事ピークの予測
・工期全体を見据えた、技能工投入計画・手配への早期着手。

タイムリーに見直しを行い、全社大で調整。

Ｂ.施工協力会社の労務費
上昇への対策

・施工協力会社との関係を強化し、計画的な発注と
適正な要員配置を実現。

（支店の幹部が年間発注額を提示・直接コミュニケーション)

Ｃ.施工応援チームの設置 ・直営工を中心とした応援専門チームの設置。

Ｄ.設計と資材発注の連動・
Ｑ-mastのさらなる活用

・各支店、関連会社毎に資材購買でのQ-mastの活用状況を
技術部とQ-mastが連携して確認。活用が進まない場合は
技術部とQ-mastが一体となり、原因を追究し解決。

２．建築工事の遅延によ
る設備工程への圧迫
を解消するための原
価増

Ｅ.フロントローディング
への取り組み※

・設計事務所と良好な関係を築き、予算に応じた設計変更を
実現。九電工の責任施工の元で、フロントローディングに
取り組み、工程後期の負荷を削減。

Ｆ.営業担当による着工後の
現場フォロー

・追加工事は、営業・技術部門が連携し、工事着手前に
都度見積りを提出。価格交渉に取り組む。

Ｇ.建築工事の遅延への対策
・受注直後の施工検討会で、建築工事の進捗遅れが懸念される

場合は、設備が建築に先行して施工を行う方法を指導。
（先行工法・プレハブ工法・省力化工法 など）

３．その他

H.特命受注・提案営業の
推進拡大

・営業部門は技術部門と連携した営業を推進。
インフラ事業部を設置。

I.技術者の管理能力の
フォロー

・若年担当者と支店幹部の会議を1回/月以上開催。
各現場の情報を共有し、支援が必要な現場に迅速に対処。

J.要員要請窓口の設置
・本社に支店からの要員要請窓口を設置。

本社が要員の適正配置を全社大で調整。

K.新規連結子会社の底上げ
・九電工トップクラスの技術系社員を送り込むことで、九電工の

ノウハウを浸透させる。また、Q-mastを積極的に活用させる。

※フロントローディングとは、設計初期の段階に負荷をかけ、作業を前倒しで進めることをいう。
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部門別売上高 部門別受注高
(百万円)(百万円)

47,410 

137,924 

94,135 

49,444 

46,633 

153,447 

101,164 

45,157 

47,706 

165,667 

126,573 

48,379 

0

200,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

47,793 

172,689 

96,384 

60,901 

46,537 

167,040 

120,414 

50,764 47,453 

162,646 

150,469 

45,332 

0

200,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2017年3月期

■2018年3月期

■2019年3月期

■2017年3月期

■2018年3月期

■2019年3月期

新規連結子会社の影響

電気857

空調衛生12,191

新規連結子会社の影響

電気1,073

空調衛生9,455

部門別受注・売上の状況 2019年3月期
＜設備工事業＞
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部門別売上高 部門別受注高
(百万円)(百万円)

33,586 

94,536 

64,231 

27,834 

33,814 

96,019 

77,842 

31,565 

35,275 

103,714 

87,806 

36,900 

0

150,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

34,076 

123,269 

90,669 

42,515 

34,553 

117,818 

106,061 

38,573 
36,578 

118,310 

95,849 

23,423 

0

150,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2018年3月期 3Ｑ末 ■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末 ■2018年3月期 3Ｑ末 ■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末

部門別受注・売上の状況 2020年3月期 第3四半期末
＜設備工事業＞
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48,652 

31,048 

249,215 

47,881 
34,725 

263,796 

48,794 

34,233 

305,300 

0

350,000

九州電力 官公庁 一般民間会社

49,136 

30,515 

298,116 

47,981 

30,167 

306,607 

48,655 

30,570 

326,676 

0

350,000

九州電力 官公庁 一般民間会社

得意先別受注・売上の状況 2019年3月期 通期
＜設備工事業＞

■2017年3月期 ■2018年3月期 ■2019年3月期

得意先別売上高 得意先別受注高

■2017年3月期 ■2018年3月期 ■2019年3月期

(百万円)(百万円)
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33,745 19,250 

167,194 

33,945 

18,288 

187,007 

35,007 

17,926 

210,763 

0

250,000

九州電力 官公庁 一般民間会社

34,932 
24,250 

231,345 

35,609 25,401 

235,996 

36,071 

9,764 

228,326 

0

250,000

九州電力 官公庁 一般民間会社

得意先別売上高 得意先別受注高
(百万円)(百万円)

■2018年3月期 3Q末

■2019年3月期 3Q末

■2020年3月期 3Q末

■2018年3月期 3Q末

■2019年3月期 3Q末

■2020年3月期 3Q末

得意先別受注・売上の状況 2020年3月期 第3四半期末
＜設備工事業＞
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168,191 

38,594 

21,247 

4,026 

178,698 

43,862 

26,852 

5,198 

202,906 

68,095 

17,275 

3,963 
0

240,000

九州 関東・東北・中京 関西・中国 海外

■2017年3月期 ■2018年3月期 ■2019年3月期

地域別売上高 地域別受注高
(百万円) (百万円)

198,203 

56,895 

11,811 2,164 

197,665 

62,974 

21,567 

5,247 

218,328 

68,471 

20,574 5,742 

0

240,000

九州 関東・東北・中京 関西・中国 海外

■2017年3月期 ■2018年3月期 ■2019年3月期

地域別受注・売上の状況 2019年3月期 通期
(太陽光発電工事を除く電気・空調衛生工事)
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106,386 

28,836 

20,100 

3,443 

130,181 

30,450 

10,415 

2,813 

126,193 

48,399 

13,978 

2,949 

0

180,000

九州 関東・東北・中京 関西・中国 海外

■2018年3月期 3Ｑ末 ■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末

地域別売上高 地域別受注高
(百万円) (百万円)

149,775 

47,390 

13,733 
3,037 

167,243 

40,877 

13,824 

1,934 

144,924 

52,496 

12,034 4,705 

0

180,000

九州 関東・東北・中京 関西・中国 海外

■2018年3月期 3Ｑ末 ■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末
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地域別受注・売上の状況 2020年3月期 第3四半期末
(太陽光発電工事を除く電気・空調衛生工事)



26,758 

15,038 

7,647 

27,059 

9,467 8,630 

40,189 

6,306 
1,883 

0

70,000

九州 関東・東北・中京 関西・中国

■2017年3月期 ■2018年3月期 ■2019年3月期

地域別売上高 地域別受注高
(百万円) (百万円)

40,232 

7,057 

13,611 

41,129 

4,891 4,743 

13,316 

27,365 

4,650 

0

70,000

九州 関東・東北・中京 関西・中国

■2017年3月期 ■2018年3月期 ■2019年3月期

地域別受注・売上の状況 2019年3月期 通期
(太陽光発電工事)
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13,429 

8,080 
6,324 

26,180 

3,791 1,594 

32,682 

2,966 1,251 

0

50,000

九州 関東・東北・中京 関西・中国

■2018年3月期 3Ｑ末 ■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末

地域別売上高 地域別受注高
(百万円) (百万円)

37,324 

4,950 

240 

9,036 

28,931 

605 

13,324 

9,191 

907 

0

50,000

九州 関東・東北

・中京

関西・中国

■2018年3月期 3Ｑ末 ■2019年3月期 3Ｑ末 ■2020年3月期 3Ｑ末
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地域別受注・売上の状況 2020年3月期 第3四半期
(太陽光発電工事)



1,184 

118,676 

63,975 

94,744 

1,121 

132,519 

97,598 

100,350 

840 

129,498 
121,420 

97,304 

0

150,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2017年3月期 ■2018年3月期 ■2019年3月期

期末手持工事高の状況 2019年3月末
＜設備工事業＞

部門別期末手持工事高
主な受注案件(2019年3月期末 手持工事)(百万円)
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・ 宮リバー度会ソーラーパーク

・ 川崎駅西口開発新築工事

・ 成田空港 1ＰＴＢバリューアップ工事

・ ＭＪＲ堺筋本町タワー新築工事

・ 近畿大学東大阪キャンパス整備Ⅱ期

・ 宮崎キヤノン㈱新工場建設計画

・羽田空港跡地第１ゾーン整備事業（第一期事業）新築工事

・新砂プラザ リニューアル・制振補強工事

・（仮称）名城ビーチホテル新築工事

イメージパース

ＭＪＲ堺筋本町タワー

新築工事



1,707 

147,429 

90,727 

109,424 

1,833 

154,318 

125,743 

107,358 

2,143 

143,975 

129,464 

83,826 

0

170,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2017年12月末 ■2018年12月末 ■2019年12月末

部門別期末手持工事高
主な受注案件(2019年12月末 手持工事)(百万円)

・ 福岡市第2期展示場等整備事業に係る設備業務

・ 第3給食センター整備運営事業 設備工事

・ 宗像市立学校空調設備整備ＰＦＩ事業

・ （仮称）ＤＰＬ流山Ⅰ－Ａ棟新築工事

・ 上尾イオンモール

・ みらかHD あきる野プロジェクト

・ＪＲ宮交ツインビル駅前棟（仮称）新築工事

・（仮称）長崎市交流拠点施設整備・

運営事業ＭＩＣＥ施設新築工事

・ 長崎北徳洲会病院移転新築工事 他

イメージパース

ＪＲ宮交ツインビル駅前棟
（仮称）新築工事

期末手持工事高の状況 2019年12月末
＜設備工事業＞
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2019年3月期
実績

2020年3月期 計画

公表値 第3四半期実績前年比 進捗率

売上高 408,143
(100.0%)

418,000
(100.0%)

102.4% 279,872
(100.0%)

67.0%

売上総利益 60,561
(14.8%)

62,700
(15.0%)

103.5% 36,816
(13.2%)

58.7%

営業利益 36,747
(9.0%)

38,000
(9.1%)

103.4% 18,761
(6.7%)

49.4%

経常利益 39,924
(9.8%)

40,700
(9.7%)

101.9% 21,057
(7.5%)

51.7%

親会社株主に帰属する

当期（四半期）純利益

26,691
(6.5%)

27,200
(6.5%)

101.9%
14,319

(5.1%)
52.6%

一株当たり当期純利益 375.17円 382.31円 201.80円

配当金 100円
中間50円、期末50円

100円
中間50円、期末50円

(百万円、下段は構成比)

2020年3月期 計画
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

2018年

第4Ｑ期首

手持工事高の分析（九電工単体：配電線除く）

2017年

第4Ｑ期首

手持工事高
（億円）

引渡し時期別の第4四半期期首手持工事高

計 3,527

計 3,171

当年度 完成引渡し

翌年度 完成引渡し

翌々年度以降 完成引渡し

計 3,294

528
557

557

（－）

1,547 1,338

（▲209)1,068

1,698

1,423
1,276

（▲147）

2019年

第4Ｑ期首
20



336 

737 

386 

736 

325 

648 

1～3億円 1億円未満

■2018年3月期 3Q ■2019年3月期 3Q ■2020年3月期 3Q (億円)

受注の工事規模別分析（九電工単体：配電線除く）
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46,633 

153,447 

101,164 

45,157 

47,706 

165,667 

126,573 

48,379 
47,500 

170,000 

135,500 

50,000 

0

240,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

46,537 

167,040 

120,414 

50,764 
47,453 

162,646 
150,469 

45,332 

47,500 

202,500 

135,000 

40,000 

0

240,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

部門別受注・売上の計画 ＜設備工事業＞

■2018年3月期 ■2019年3月期 ■2020年3月期（計画）

部門別売上高 部門別受注高

■2018年3月期 ■2019年3月期 ■2020年3月期（計画）

(百万円) (百万円)
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発電所数
発電容量

（事業全体）
発電容量

（持分相当）

稼動 49 92MW 87MW

建設中 - - -

計画 - - -

合計 49 92MW 87MW

グループ運営案件
（設備投資を行い、

事業全体をその他事業売上高に計上）

発電所数
発電容量

（事業全体）
発電容量

（持分相当）

稼動 46 402MW 130MW

建設中 5 246MW 63MW

計画 1 50MW 15MW

合計 52 698MW 208MW

定額法償却

持分出資案件
（投資有価証券の取得を行い、

持分相当を営業外収益に計上）定率法償却

ピーク時 利益 20～24億円 ピーク時 利益 18～20億円

発電事業への投資の状況（太陽光発電所）

23

◎当年度は4月、5月及び11月を中心に出力抑制を実施（計47日間）

・影響 全88か所のうち、延べ1,037か所に対し停止指示。

逸失利益は26,700万円程度と想定。

※上記案件は旧基準（30日ルール）であるため、事業計画では発電能力の8％程度の抑制を考慮。



奄美

メガソーラー発電所

グループ運営設備
- 稼働中
- 建設中
- 施工準備中

持分投資案件
- 稼働中
- 建設中
- 施工準備中

広島

宮城・福島

石川

奈良・三重

千葉

愛知

五島

岡山・兵庫

24



発電事業への投資の状況（風力発電所）

風力発電所

愛知

グループ運営設備
- 稼働中

持分投資案件
- 稼働中
- 建設中

グループ運営案件（設備投資を行い、事業全体をその他事業売上高に計上）

主に定率法償却

持分出資案件（投資有価証券の取得を行い、持分相当を営業外収益に計上）

主に定率法償却

五島列島

25

発電所数
発電容量

（事業全体）
発電容量

（持分相当）

稼動 5 38MW 38MW

建設中 - - -

計画 - - -

合計 5 38MW 38MW

発電所数
発電容量

（事業全体）
発電容量

（持分相当）

稼動 4 80MW 18MW

建設中 1 65MW 32MW

計画 - - -

合計 5 145MW 50MW



成長戦略の柱と4つの重点施策

４つの重点施策
１ お客さまの信頼と期待に応える 「営業力」 の追求

２ 競争に打ち勝つ 「技術力」 の進化

３ 収益を生み出す 「現場力」 の向上

４ 未来へ飛躍する 「成長力」 の強化

 中期経営計画（16年3月期～20年3月期：５カ年計画）では、営業力、技術力、現場力、そして成長
力に一層磨きをかけて、たとえ経営環境が変化しても、熾烈な競争を勝ち抜くことができるグルー
プの総合力向上に取り組み、さらなる飛躍を目指す。

成長戦略の柱

「九州における安定的な基盤確立」

「首都圏事業の強化」

「人財の育成」

26



 中期経営計画 さらなる飛躍への挑戦 ～新しい成長のステージへ～

≪ メインテーマ ≫

≪ 2020年３月期の数値目標（連結）≫

売 上 高 4,000 億円 4,081 億円

売 上 総 利 益 率 15.0 ％以上 14.8 ％

営 業 利 益 率 9.0 ％以上 9.0 ％

Ｒ Ｏ Ｅ

（ 自 己 資 本 当 期 純 利 益 率 ）
14.0 ％以上 15.6 ％

（参考）2019年3月期実績

中期経営計画の数値目標

27



中期経営計画（2016.3～2020.3）

(億円)

0

4,200

2015.3 2016.3 2017.3 2018.3 2019.3 2020.3

（公表値）

その他事業

140 
147 129 145 198 150

配電線工事

452 469 474 466 477 475 

空調衛生工事

804 
749 

941 1,012

1,266 1,355 

電気工事

1,105 

1,267 

1,379 
1,534

1,656 1,700 
太陽光発電工事

656 
481 

495 

452

484
500 

売上計画ロードマップ
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現中期経営計画の振り返り

・東京支社管轄の営業所新設
・横浜及び名古屋支社の組織増強
・東京本社への施工要員シフト
・Ｍ＆Ａを活用した施工戦力の強化
※エルゴテック、昭永電設、三友電設

・技術管理部における原価管理の徹底と
人事ローテーションによる経験・ノウハウ
の全社水平展開
・資材コストの縮減（Ｑ-mastの新設）
・設計力、設計変更能力の向上に向けた
クオテック社員の当社移管
・ＱＣ手法の導入

2018実績 2014比増減

748億円 ＋414億円

内 ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社 162億円 ＋152億円

756人 ＋391人

内 グループ会社 223名 ＋154名

東京本社実績

売上高

技術者数

※数値は社内管理資料より

2018実績 2014比増減

3,310人 ＋785人

グループ会社 1,572人 ＋402人

内Ｍ＆Ａ 220人 ＋220人

4,882人 ＋1,187人

※国内の電気・空調衛生に専従する技術・技能者（配電、その他事業除く）

技術・技能者数

九電工個別

技術・技能者合計

2018実績 2014比増減

電気 93.5% ＋13.5%㌽

空調 94.1% ＋18.5%㌽

電気 50.9% ＋18.8%㌽

空調 63.1% ＋29.3%㌽

電気 20.3% ＋2.5%㌽

空調 17.2% ＋3.7%㌽

個別

案件
粗利

受
注
確
率

見積
物件

設計
物件

・新卒採用数の増加
・技術者の雇用継続期間延長（～67歳）
・中途採用及びＭ＆Ａの活用

29



≪ 技術・技能者 の定期採用人数実績≫ ≪ 2019年4月 採用実績の他社比較 ≫

九電工 電気工事大手 空調工事大手 ｽｰﾊﾟｰｾﾞﾈｺﾝ

全職種
合計

362名 320～330 60～90 250～330

高卒 253名 190名程度 10名程度 10名程度

大卒 109名 130～140 60～80 250～320

人財の採用実績（九電工単体）と要員計画

≪ 2020年３月期までの期末要員数計画≫

30

2016.3 2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 計画中増減

電 気 部 門 1,728 1,826 2,090 2,203 2,228 約 +500名

空 調 衛 生 部 門 921 990 1,052 1,107 1,160 約 +240名

2,649 2,816 3,142 3,310 3,388 約 +740名

配 電 部 門 1,869 1,816 1,741 1,669 1,647 約 ▲220名

1,394 1,408 1,418 1,420 1,433 約 +40名

5,912 6,040 6,301 6,399 6,468 約 +560名

8,976 9,287 9,843 9,954 10,000 約 +1,000名グ ル ー プ 従 業 員 数

電気・空調衛生の期末要員数

そ の 他

九 電 工 単 体 従 業 員 数

約 2,100

約 3,000 +

=

=

約 2,000

約 1,000

約 4,100

約 4,000

技能工数

施工管理者数

(子会社 )

+

(九電工 )

グループ従業員9,900名の内、約 8,100名が技術者

2007～2014 2015 2016 2017 2018 2019

技術・技能
合計

200名程度 241 262 344 384 342名

高卒 150名程度 163 177 248 271 253名

大卒 50名程度 78 85 96 113 89名



精神修養の場「朋学庵」

人財育成を推進

配電昇柱研修 電気配線研修

九電工アカデミー外観

九電工グループの教育拠点 「九電工アカデミー」 を設立
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Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ
①

②

③
④

⑤⑥

⑦

⑧

事業エリアの拡大と強化を推進。

首都圏や新規進出エリアで
それぞれの地域での
地域に密着した事業活動を目指す会社・
技術力を補完できる会社と資本提携。

≪ Ｂ．九電工グループへの新たな参加企業≫

≪ Ａ．九州域外の組織強化≫

九州域外の本社・支店・支社網

■ : 本 社
■ : 支 店、支 社

広島山口

沖縄

事業エリアの拡大とブランドの浸透

⑨
Ⓕ

32

参加年 会社名 所在地 2018年度売上高 従業員数

① 2014年 小寺電業 大阪市 1,932百万円 50名

② 2014年 隔測計装 福岡市 1,153百万円 57名

③ 2015年 河内工業 大阪市 1,488百万円 18名

④ 2015年 昭永電設 千葉市 983百万円 28名

⑤ 2016年 九設工業 長崎市 571百万円 9名

⑥ 2017年 陣内工務店
佐賀県

吉野ヶ里町
450百万円 34名

⑦ 2018年 三友電設 郡山市 857百万円 47名

⑧ 2018年 エルゴテック 横浜市 10,427百万円 144名

⑨ 2018年 清和工業 水戸市 1,763百万円 36名

Ⓐ 2008年 首都圏の組織を改組 東京本社を設置

Ⓑ 2012年 大阪支店を関西支店へ改組 管轄範囲を拡大

Ⓒ 2012年 東北支社を設置

Ⓓ 2014年 横浜営業所を横浜支社へ改組

Ⓔ 2015年 名古屋支社を設置

Ⓕ 2017年 埼玉営業所を埼玉支社へ改組
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売上実績と想定

手持工事高実績と想定

太陽光発電工事

次第に減少するものの 保守や
10年毎のパワコン取替需要など
100～200億円/年 程度は貢献
20年後のリプレース需要に期待

2022.3～2023.3までは
400億円/年 程度を見込む

案件の大型化に伴い
金額当たりの必要要員数は減少

案件開発力・投資判断力が評価され、異業種パートナーとの強固なコネクションを構築。
現在は、開発に時間を要した大型案件の情報が多く、パートナーからの特命受注を期待。
（なお、下記の見込みには宇久島プロジェクトは含んでいない）

元施工業者として10年後のパワコン取替需要や20年後のリプレース需要の取込みを目指す。
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非住宅建設

住宅建設

民間土木

政府土木

生産年齢人口

ピーク 8,726万人

（1995年）

東京オリンピック(2020年)

実質建設投資

（兆円）
天神ビッグバン(～2024年)

ウォーターフロントネクスト(20～30年後まで)

博多コネクティッド（～2028年）

大阪・関西万博(2025年)

リニア新幹線

大阪開通(2045年)

建設需要は、大型プロジェクトや 建設後50年を超えるインフラの更新が下支え。
生産年齢人口減少により人手不足が加速、供給力が急減。

建設業就業者数

生産年齢人口

見通し 4,529万人

（2065年）

生産年齢人口

足許 7,405万人

（2020年予想）

過去の建設投資額 耐震構造への対応・

築後50年超の建造物の建替え・リニューアル需要

高度経済成長期に建設された

建造物が耐用年数を経過

再整備需要が下支え

建設業就業者数

（万人）

ポスト2020 建設業界の予測
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地下鉄空港線

昭和通り

明治通り

福岡市都市高速

山陽新幹線

西鉄福岡(天神)駅 地下鉄七隈線

ウォーターフロント地区

天神地区

【位置関係】ウォーターフロントネクスト
・天神ビッグバン・博多コネクティッド

空港まで
10分

10分

5分

5分

空港まで10
分

空港まで

高速で15分

空港まで10
分

空港まで

高速で10分

博多駅地区

35

高さ制限緩和
ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄ地区 ３８㌶ （70㍍ → 100㍍）
天神地区17㌶ （67㍍ → 最高115㍍）

容積率緩和
天神地区（800％→1,400％）
博多駅地区（最大50％上乗せ）

緩和要請
博多駅地区 (50㍍ → 60㍍)



プロジェクト 目 的 期間及び規模

①天神ビッグバン

・福岡の中心部である天神エ
リアの再開発を進めること
で、アジアの拠点都市とし
ての役割・機能を高め、雇
用を創出

・2024年まで
・延床面積 75.7万㎡
・天神地区のビルの建替

（30棟）

②ウォーター
フロントネクスト

・九州の海の玄関口である博
多港周辺の賑わいを創出

・MICEやクルーズなどの需要
に対し、都市機能の向上

・今後10～20年
・クルーズターミナル、

MICE、商業施設、
ホテル

③博多コネクティッド
・九州の陸の玄関口である

博多駅の活力と賑わいを、
さらに周辺につなげていく

・2028年まで
・博多駅から半径

約500ｍ、約80ha
・博多駅周辺のビルの

建替（20棟）

【プロジェクト内容】ウォーターフロントネクスト
・天神ビッグバン・博多コネクティッド

36



37

多様なビジネスモデル それぞれの深堀り（設備工事業）

　　ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ 提案元請型

（地域密着）
サブコン型 資本参加型

　項　目

特　徴
・中型・小型工事が中心

・施主から直接受注・元請となる

・大型工事

・ゼネコンの下請（サブコン）

・異業種との協業のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

に資本参加し、工事を受注

・工事利益＋応分の事業利益

売上高 案件ごとの売上高は小さい 案件ごとの売上高は大きい 案件ごとの売上高は大きい

事業エリア

関東・関西等都市部

全国展開
福岡都市部

全国へ事業エリア拡大

主として九州

Ｍ＆Ａにより関東・関西へ

利益率 比較的高い（施主から直接受注） 比較的低い（下請が主） プロジェクト毎で異なる

差別化戦略

九州、沖縄全域に110の営業所を

持つことで、技術者による地域密

着営業を展開

圧倒的な直営動員力

プロジェクトの企画段階から

参加することで、工事を確実

に受注

構成比 約４０％ 約５０％ 約１０％

ライバル 地元中小企業 全国大手同業各社 ゼネコン・デベロッパー

Ⓐ Ⓑ Ⓒ

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
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○ 国際的に再生可能エネルギーの普及の動きが加速していますが、
離島や遠隔地など、途上国の電力不安定地域は数多く存在します。
九電工EMSは、再エネ発電の効率を最大限に高めるシステムです。

○ 2016年に環境省「途上国向け低炭素イノベーション創出事業」に

採択され、インドネシア東部・スンバ島（人口約65万人）にEMS
実証施設を設置。現在、地域送電網（マイクログリッド）に安定した
電力を供給しています。

九電工EMSで安定電力が供給されることに
より、地域の産業創成機会を拡大するととも
に、二酸化炭素排出量削減にも貢献します。

○2018年3月
国際協力機構（JICA）
「民間技術普及促進事業」に採択
○2018年9月
経済産業省
「平成30年度質の高いエネルギーインフラの海外展
開に向けた事業実施可能性調査事業」に採択

再生可能エネルギーを安定供給する“九電工EMS”
エネルギー・マネジメント・システム
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当社グループでは、社外取締役や弁護士を含めた調査委員会を組織し、不正行為の機会
や動機など、徹底的な原因の追究を行いました。この調査に基づく再発防止策は以下の通
りです。

＜福岡県築上町し尿処理施設建設工事の入札に関する当社社員の不正行為について＞

・ 再発防止策
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1. コンプライアンス意識の醸成 3. 外注発注スキームの見直し

(1) 不正を指摘できる企業風土の構築に向け
た社員の意識改革

(1) 外注発注での不正が起こらないスキーム
を徹底的に追及する。

(2) コンプライアンス教育の再徹底 (2) 外注発注額の妥当性について検証の強化

(3)『営業行動指針』の策定と周知徹底 (3) 工事発注に対する不正監視機能の強化

(4) 不正行為未然防止のための意識付け 4. 外注企業への不正防止の徹底

2. 社内チェック機能の強化 (1) 外注企業への不正防止の協力要請

(1) 原価の精査の徹底 (2) 外注企業との契約書の項目の見直し

(2) 新人事・評価制度の徹底 5. 通報制度の強化と社内処分の厳格化

(3) 業務処理におけるチェック機能の強化 (1) 通報制度の強化と周知

(4) システムによる検証の強化 (2) 社内処分の厳格化

不正行為決別宣言
『すべての事業活動において、法令遵守を徹底する』


